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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第51期
第１四半期
連結累計期間

第52期
第１四半期
連結累計期間

第51期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 454,365 377,501 2,668,804

経常損失(△) (千円) △69,206 △50,224 △124,459

四半期(当期)純損失(△) (千円) △81,106 △51,758 △122,066

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △87,053 △54,714 △152,447

純資産額 (千円) 1,202,559 1,082,451 1,137,165

総資産額 (千円) 4,254,323 3,913,526 4,002,525

１株当たり四半期
(当期)純損失(△)

(円) △18.63 △11.89 △28.04

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 28.3 27.7 28.4

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため、記載しておりません。

４　第51期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　
継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、世界的な景気の急激な悪化により、自動二輪車等部品及び工作機械の受注が大幅に減

少し、前々連結会計年度及び前連結会計年度と2期連続して営業損失・経常損失・当期純損失・マイナス

の営業キャッシュ・フローを計上しております。さらに、当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日

～平成23年６月30日）におきましても、営業損失3千3百万円、経常損失5千万円、四半期純損失5千1百万円

を計上しております。

　これらの状況により、前連結会計年度に引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在

しております。

　当社グループは、現在、当該状況を解消又は改善すべく、様々な施策に取り組んでおります。

　詳細につきましては、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 継続企業の前提に関する事項」をご

参照ください。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は原則として四半期連結財務諸表に基づ

いて分析したものであります。なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在におい

て当社グループが判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年3月11日に発生いたしました東日本大震災

の影響により、生産活動が低下する等厳しい状況で推移いたしました。一部ではサプライチェーンの復旧

等により回復の兆しが見られるものの、円高や株安、電力供給不足の懸念等依然として先行きの不透明な

状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、お客様第一主義に徹し、積極的な営業活動を展

開した結果、売上高は3億7千7百万円(前年同期比16.9％減)となりました。利益面につきましては、生産コ

ストの削減、製造、管理部門における経費削減、業務の効率化等を行いましたが、受注が低調であったこと

により、営業損失3千3百万円(前年同期は営業損失5千6百万円)、経常損失5千万円(前年同期は経常損失6

千9百万円)、四半期純損失5千1百万円(前年同期は四半期純損失8千1百万円)となりました。

セグメントの状況は次のとおりであります。

　自動二輪車等部品事業につきましては、ベトナムの子会社YAMAZAKI TECHNICAL VIETNAM CO.,LTD.にお

いては、受注が順調に推移したものの、国内における受注が低調であったことにより、売上高は1億8千万

円(前年同期比38.7％減)、営業損失は4百万円(前年同期は営業利益5百万円)となりました。

　工作機械事業につきましては、省力化機器、専用工作機械共に受注が増加し、売上高は2億2千5百万円(前

年同期比21.2％増)と増加したものの、営業損失2千9百万円(前年同期は営業損失5千8百万円)となりまし

た。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

　総資産は、39億1千3百万円となり、前連結会計年度末と比較して8千8百万円の減少となりました。

　流動資産は、20億7千3百万円となり、前連結会計年度末と比較して7千4百万円の減少となりました。これ

は主に、受取手形及び売掛金等の減少が仕掛品、現金及び預金等の増加を上回ったことによるものです。

　固定資産は、18億4千万円となり、前連結会計年度末と比較して1千4百万円の減少となりました。これは

主に、長期貸付金、有形固定資産の償却等による減少が投資有価証券等の増加を上回ったことによるもの

です。

(負債)

　流動負債は、22億9千6百万円となり、前連結会計年度末と比較して3千3百万円の減少となりました。これ

は主に、支払手形及び買掛金、賞与引当金等の減少が未払費用、短期借入金等の増加を上回ったことによ

るものです。

　固定負債は、5億3千4百万円となり、前連結会計年度末と比較して0百万円の減少となりました。

(純資産)

　純資産合計は、10億8千2百万円となり、前連結会計年度末と比較して5千4百万円の減少となりました。こ

れは主に、利益剰余金の減少によるものです。

　自己資本比率は、前連結会計年度末の28.4％から27.7％となりました。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は4百万円であります。

　
(5) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、自動二輪車等部品事業における生産、受注及び販売の実績が著し

く減少いたしました。

これは、震災の影響及び客先生産台数の減少等によるものであり、生産実績1億7千8百万円(前年同期比

40.5％減)、受注高1億6千8百万円(前年同期比42.2％減)、受注残高3千5百万円(前年同期比34.6％減)、販

売実績1億8千万円(前年同期比38.7％減)とそれぞれ減少しております。
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(6) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は

改善するための対応策

当社グループは、世界的な景気の急激な悪化により、自動二輪車等部品及び工作機械の受注が大幅に減

少し、前々連結会計年度及び前連結会計年度と2期連続して営業損失・経常損失・当期純損失・マイナス

の営業キャッシュ・フローを計上しており、当第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日～平成23年６

月30日)においても、営業損失3千3百万円、経常損失5千万円、四半期純損失5千1百万円を計上しておりま

す。これらの状況により、前連結会計年度に引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存

在しております。

　今後は、さらなる固定費削減及び収益構造の改善に関する以下の施策を実行し、早急な業績の回復に努

めてまいります。また、今後必要となる資金について、主力金融機関に対して、協力・支援要請を行い、ご

検討を進めていただいております。

　
① 役員報酬及び管理職給与の減額

当第１四半期連結累計期間に引き続き月額報酬の15％～30％の減額を継続実施してまいります。

② 人員削減等の合理化

(a) 前連結会計年度までに希望退職者を募集し、26名の人員削減を実施しております。また、定年及び

中途退職者等22名の退職者の補充を止め、人員削減を実施いたしました。

(b) 15名程度の従業員の出向を実施しております。

(c) 各部署の業務状況に基づき、一時帰休を行っております。

③ 収益構造の改善

(a) 営業体制及び営業活動の強化を図り、受注増を目指してまいります。

(b) 業務の効率化を図り、工場の集約化を進めており、上西工場を本社へ統合し、工場跡地と不要設備

の売却及び廃棄を前連結会計年度までに実施いたしました。今後につきましても、設備の集約化等を

実施してまいります。

(c) 経営の効率化を図り、組織体制及び人員配置の大幅な見直しを実施してまいります。

(d) 不採算製品の廃止等による在庫管理コストの削減を実施してまいります。

(e) 材料費、加工費、生産工程等の見直しを図り、製造原価の削減を実施してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,703,000

計 15,703,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,495,000 4,495,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 4,495,000 4,495,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

― 4,495,000― 958,400― 240,000

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

141,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,353,100
43,531 ―

単元未満株式
普通株式

200
― ―

発行済株式総数 4,495,000― ―

総株主の議決権 ― 43,531 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が2,000株(議決権20個)含まれ

ております。

　

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ヤマザキ

浜松市東区有玉北町489-23141,700― 141,700 3.15

計 ― 141,700― 141,700 3.15

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、アーク監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　第51期連結会計年度　有限責任監査法人トーマツ

　第52期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　アーク監査法人
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,080,190 1,142,404

受取手形及び売掛金 773,319 496,987

製品 42,076 41,202

仕掛品 133,121 254,384

原材料及び貯蔵品 102,829 104,160

その他 16,806 34,312

貸倒引当金 △100 －

流動資産合計 2,148,244 2,073,450

固定資産

有形固定資産

土地 786,595 786,595

その他（純額） 469,555 456,691

有形固定資産合計 1,256,150 1,243,286

無形固定資産 17,992 17,073

投資その他の資産

その他 618,638 618,153

貸倒引当金 △38,500 △38,437

投資その他の資産合計 580,138 579,715

固定資産合計 1,854,281 1,840,075

資産合計 4,002,525 3,913,526

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 272,950 206,623

短期借入金 1,892,069 1,915,657

未払法人税等 7,971 2,351

賞与引当金 37,667 11,694

その他 119,547 159,949

流動負債合計 2,330,207 2,296,276

固定負債

長期借入金 171,108 197,511

退職給付引当金 290,936 277,600

その他 73,107 59,686

固定負債合計 535,151 534,798

負債合計 2,865,359 2,831,074
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 958,400 958,400

資本剰余金 828,006 828,006

利益剰余金 △458,513 △510,271

自己株式 △85,038 △85,038

株主資本合計 1,242,854 1,191,096

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,625 10,800

為替換算調整勘定 △114,313 △119,445

その他の包括利益累計額合計 △105,688 △108,644

純資産合計 1,137,165 1,082,451

負債純資産合計 4,002,525 3,913,526
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 454,365 377,501

売上原価 378,631 289,094

売上総利益 75,733 88,407

販売費及び一般管理費

役員報酬 29,764 29,228

給料及び手当 35,752 34,875

賞与引当金繰入額 3,064 2,991

退職給付費用 2,538 1,743

貸倒引当金繰入額 750 －

その他 60,289 53,345

販売費及び一般管理費合計 132,159 122,184

営業損失（△） △56,425 △33,776

営業外収益

受取利息 1,195 704

受取配当金 1,463 759

助成金収入 4,726 8,636

その他 3,426 920

営業外収益合計 10,811 11,020

営業外費用

支払利息 7,688 8,018

為替差損 13,829 17,566

その他 2,074 1,882

営業外費用合計 23,593 27,468

経常損失（△） △69,206 △50,224

特別利益

固定資産売却益 － 57

特別利益合計 － 57

特別損失

固定資産売却損 － 13

固定資産除却損 514 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 9,493 －

特別損失合計 10,007 13

税金等調整前四半期純損失（△） △79,214 △50,181

法人税、住民税及び事業税 1,284 949

法人税等調整額 608 627

法人税等合計 1,892 1,576

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △81,106 △51,758

四半期純損失（△） △81,106 △51,758

EDINET提出書類

株式会社ヤマザキ(E01507)

四半期報告書

11/19



【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △81,106 △51,758

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △8,658 2,175

為替換算調整勘定 2,711 △5,131

その他の包括利益合計 △5,946 △2,956

四半期包括利益 △87,053 △54,714

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △87,053 △54,714

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　当社グループは、世界的な景気の急激な悪化により、自動二輪車等部品及び工作機械の受注が大幅に減

少し、前々連結会計年度及び前連結会計年度と2期連続して営業損失・経常損失・当期純損失・マイナス

の営業キャッシュ・フローを計上しております。さらに、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日

～平成23年６月30日）におきましても、営業損失33,776千円、経常損失50,224千円、四半期純損失51,758

千円を計上しております。

　これらの状況により、前連結会計年度に引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる状況が存在

しております。

　当社は、現在、当該状況を解消又は改善すべく、様々な施策に取り組んでおります。

 

①役員報酬及び管理職給与の減額

　当第１四半期連結会計期間に引き続き月額報酬の15％～30％の減額を継続実施してまいります。

②人員削減等の合理化

(a) 前連結会計年度までに希望退職者を募集し、26名の人員削減を実施しております。また、定年及び

中途退職者等22名の退職者の補充を止め、人員削減を実施いたしました。

(b) 15名程度の従業員の出向を実施しております。

(c) 各部署の業務状況に基づき、一時帰休を行っております。

③収益構造の改善

(a) 営業体制及び営業活動の強化を図り、受注増を目指してまいります。

(b) 業務の効率化を図り、工場の集約化を進めており、上西工場を本社へ統合し、工場跡地と不要設備

の売却及び廃棄を前連結会計年度までに実施いたしました。今後につきましても、設備の集約化等を

実施してまいります。

(c) 経営の効率化を図り、組織体制及び人員配置の大幅な見直しを実施してまいります。

(d) 不採算製品の廃止等による在庫管理コストの削減を実施してまいります。

(e) 材料費、加工費、生産工程等の見直しを図り、製造原価の削減を実施してまいります。

 

　以上の施策を実施するとともに、今後も引き続き有効と考えられる施策については、積極的に実施して

まいります。また、今後必要となる運転資金については、主力金融機関に対して、協力・支援要請を行い、

ご検討を進めていただいております。

　しかし、これらの対応策を実施してもなお、今後の売上高の回復は確実視できるものではなく、売上高の

回復如何が資金計画に重要な影響を与えることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　　  受取手形割引高

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

受取手形割引高 354,119千円 522,040千円

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

減価償却費 32,972千円 26,196千円

　
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　
２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　
当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　
２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２自動二輪車等

部品事業
工作機械事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 294,897 159,467 454,365 ― 454,365

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 26,229 26,229△26,229 ―

計 294,897 185,696 480,594△26,229 454,365

セグメント利益又は
損失(△)

5,434 △58,637 △53,203 △3,222 △56,425

(注) １  セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

２  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２自動二輪車等

部品事業
工作機械事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 180,872 196,628 377,501 ― 377,501

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 28,505 28,505△28,505 ―

計 180,872 225,134 406,006△28,505 377,501

セグメント損失(△) △4,591 △29,508 △34,099 322 △33,776

(注) １  セグメント損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

２  セグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △18円63銭 △11円89銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失(△)(千円) △81,106 △51,758

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △81,106 △51,758

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,353 4,353

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月10日

株式会社ヤマザキ

取締役会  御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　　浦　　昭　　彦　　印
　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　　村　　淳　　一　　印
　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　　本　　幸　　宏　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ヤマザキの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマザキ及び連結子会社の平成23年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前々連結会計年度及び前連結会計年度と2期
連続して営業損失・経常損失・当期純損失・マイナスの営業キャッシュ・フローを計上し、さらに、当第１四
半期連結会計期間においても、営業損失・経常損失・四半期純損失を計上している状況にあり、継続企業の前
提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に
記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の
影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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その他の事項
会社の平成23年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結
累計期間に係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって
四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成22年８月３
日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して平成23年６月29日付けで無限定適正
意見を表明している。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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